大阪城東部地区1.5期開発事業 基本協定書（案）
公立大学法人大阪（以下「甲」という。）、大阪市高速電気軌道株式会社（以下「乙」という。）及び○○○○（以下「丙」という。）は、大阪城東部地区1.5期開発事業（以下「本事業」という。）に関して、次のとおり基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 
（目的）
第１条　本協定は、本事業に関し丙が優先交渉権者として選定されたことを確認し、本事業実施のため、次条に掲げる事業用地について第６条に掲げる定期借地権設定契約を締結し、その他本事業の円滑な実施に必要な事項について定めることを目的とする。
（事業用地）
第２条　本事業の事業用地は、別紙物件の表示に掲げる甲所有（予定）の本件土地Ａ及び乙所有（一部予定）の本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）をいう。ただし、事業用地に変更が生じた場合は、甲及び乙は丙と協議の上で、事業用地に関する事項を決定する。
（基本的合意） 
第３条　丙は、本事業に関して甲及び乙が公表した2025年2月27日付「大阪城東部地区1.5期開発事業公募要領」（質問回答等の一切の附属書類並びにその後の変更及び修正を含み、以下「実施要領等」という。）に定める各事項を遵守し、公募手続時に丙が提案した内容（本協定締結日までに提案内容の説明又は補足として甲及び乙に提出した一切の書類を含み、以下「本件提案」という。）及び関係法令に従って本事業を実施する。 
（事業基本計画）
第４条　丙は、別途甲及び乙が定める時期までに、甲及び乙と協議の上、実施要領等及び本件提案の内容に基づき、「大阪城東部地区1.5期開発事業基本計画」（以下「事業基本計画」という。）を作成する。
２　事業基本計画は、本事業の実施に必要な事項を定めるものとし、次のとおり、事業基本計画Ⅰ、Ⅱ及びⅢにより構成されるものとする。
事業基本計画Ⅰ：本事業のうち本件土地Ａに関する事業（以下「Ａ地区事業」という。）の基本計画をいい、本件土地Ａに関する借地計画、本件土地Ａ上に建築される新施設（以下「本件新施設Ａ」という。）の建築計画、本件新施設Ａのうち大学施設部分の売買に関する計画及び本件新施設Ａの運営・維持管理に関する計画並びに事業スケジュール等について定める。
事業基本計画Ⅱ：本事業のうち本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）に関する事業（以下「Ｂ地区事業」という。）の基本計画をいい、本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）に関する借地計画、本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）上に建築される新施設（以下「本件新施設Ｂ」という。）の建築計画、本件新施設Ｂの運営・維持管理に関する計画及び本件新施設Ｂの収支計画並びに事業スケジュール等について定める。
事業基本計画Ⅲ：本事業のうち事業基本計画Ⅰ及びⅡに含まれない事業（以下「ＡＢ共通事業」という。）の基本計画をいい、本件新施設Ａと本件新施設ＢをつなぐＡＢ間デッキの建築計画及び維持管理に関する計画並びにエリアマネジメント活動及びイノベーション・コア具体化活動の計画等について定める。
３  丙は、事業基本計画の作成にあたり、「公募型プロポーザル審査委員会」の意見をできる限り尊重するものとする。
４　丙は、別途甲及び乙が定める時期までに、事業基本計画Ⅰについては甲、事業基本計画Ⅱについては乙、事業基本計画Ⅲについては甲及び乙の承認を得なければならない。
（実施協定）
第５条　甲、乙及び丙は、前条第４項に規定する事業基本計画Ⅰ、事業基本計画Ⅱ及び事業基本計画Ⅲの承認後、別途甲及び乙が定める時期までに、次のとおり実施協定を締結する。
（１）Ａ地区事業については、事業基本計画Ⅰに基づき、甲丙間で実施協定（以下「実施協定Ａ」という。）を締結する。
（２）Ｂ地区事業については、事業基本計画Ⅱに基づき、乙丙間で実施協定（以下「実施協定Ｂ」という。）を締結する。
（３）ＡＢ共通事業については、事業基本計画Ⅲに基づき、甲乙丙間で実施協定（以下「実施協定ＡＢ」という。）を締結する。
２　丙は、前項により締結した実施協定Ａ、実施協定Ｂ、実施協定ＡＢの内容に従い、Ａ地区事業、Ｂ地区事業、ＡＢ共通事業を遂行しなければならない。
３　実施協定の内容が本協定と異なる場合には、実施協定が優先されるものとする。
（定期借地権設定契約）
第６条　甲、乙及び丙は、前条に規定する実施協定の締結後、実施協定の内容を踏まえて、本件土地Ａについては甲丙間で、本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）については乙丙間で、各々借地借家法（平成３年法律第90号。以下「借地借家法」という。）第22条又は第23条に定める定期借地権設定契約（以下「定期借地契約」という。）を締結する。なお、いずれについても借地借家法第13条の規定による買取りの請求をしないこととする。
（契約の地位の移転） 
第７条　丙は、本協定、実施協定及び定期借地契約に別段の定めがある場合を除き、当該契約の締結当事者である甲又は乙（本協定及び実施協定ＡＢについては、甲及び乙）の承諾がない限り、本協定、実施協定及び定期借地契約上の地位及び権利義務を第三者に対して譲渡移転し、又はその他の処分をしてはならない。
（協定の解除等）
第８条　甲又は乙は、次に定める事項に丙が該当すると認められる場合は、本協定を解除することができる。また、甲又は乙は、丙に対し、事業の継続方法等について、協議を求めることができ、丙は、これに応じなければならない。
（１）本件提案その他本事業に関し丙が甲又は乙に提出した資料に虚偽の記載がある場合
（２）丙が本協定で定める義務を履行せず、かつ甲又は乙が催告をしても履行がされる見込みがないと甲又は乙が判断した場合
（３）丙が本協定で定める義務の全部又は一部を履行できない場合
（４）手形又は小切手が不渡りとなる等支払不能又は支払停止の状態に陥った場合
（５）仮差押、差押、仮処分、強制執行又は競売の申立があった場合
（６）公租公課の滞納処分を受けた場合
（７）合併、解散、減資、事業の廃止又は事業の全部若しくは重要な一部の譲渡の決議を行った場合、監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けた場合、又はその他資産、信用若しくは事業に重大な変更を生じた場合
（８）その他本協定を継続することができない重大な事由が発生した場合
２　甲又は乙は、第４条第４項に規定する時期までに、事業基本計画Ⅰ、事業基本計画Ⅱ又は事業基本計画Ⅲのいずれか一つでも承認されていない場合には、本協定を解除することができる。
３　甲又は乙は、第５条第１項に規定する時期までに、実施協定Ａ、実施協定Ｂ又は実施協定ＡＢのいずれもが締結されていない場合、本協定を解除することができる。
４　第５条第１項に規定する時期において、実施協定Ａ、実施協定Ｂ及び実施協定ＡＢのうち、締結済みのものと締結されていないものがある場合、甲又は乙のうち締結済みの実施協定の当事者は、他方当事者と協議のうえ、本協定及び当該締結済みの実施協定を解除できる。
５　前項の場合において、本協定が解除されていないときは、甲又は乙のうち締結されていない実施協定の当事者は、他方当事者と協議のうえ、第９条を除き本協定上の債務を免れることができるものとする。
６　第１項から第４項までの規定により本協定が解除された場合、丙が負担した設計費用、建設費等、必要経費、有益費その他一切の費用を甲及び乙は負担しない。前項の規定により甲又は乙が本協定から離脱した場合も同様とする。ただし、当該解除が、第２項から第４項までの規定による解除で、事業基本計画の未承認ないし実施協定の未締結が甲又は乙の責めに帰すべき事情のみに基づく場合には、丙が負担した費用の取扱いにつき甲乙丙間で協議のうえ決定する。当該協議が合理的な期間を経ても整わない場合は、甲及び乙がその取扱いを決定できるものとする。
７　不可抗力又は法令変更により、本事業実施に過大な追加費用が発生する等本事業の継続が困難であると認められる場合には、甲乙丙間で協議の上、本事業を終了し、本協定を解除することができる。
（秘密保持）
第９条　甲、乙及び丙は、情報開示者が秘密である旨を書面又は電子メールの方法により明示したすべての情報（以下「秘密情報」という。）について秘密保持義務を負い、当該情報を第三者に開示又は漏えいしてはならず、本事業の目的以外に使用してはならない。ただし、次に掲げる各号のいずれかに該当する場合は、秘密情報に含まれないものとする。
（１）情報の開示を受けた時点で、情報受領者が既に保有していた情報
（２）情報の開示を受けた時点で、既に公知であった情報
（３）情報の開示を受けた後に、情報受領者の責めによらず公知となった情報
（４）正当な権利又は権限を有する第三者から、情報開示者への秘密保持義務を負うことなく情報受領者が入手した情報
２　情報受領者は、善良なる管理者の注意をもって秘密情報を管理し、第三者に開示又は漏えいしないよう適切な措置を講じる。
３　前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合、情報受領者は、秘密情報を第三者に開示できるものとする。
（１）法令等に基づき開示義務を負う場合又は官公庁・裁判所・捜査当局等の公的機関から正当な権限に基づき開示を求められた場合
（２）本事業を遂行するため、弁護士・公認会計士・税理士・司法書士・不動産鑑定士その他の専門家に対して、相談する必要がある場合
（３）本事業を遂行するため、乙が乙の株主である大阪市に対して、報告する必要がある場合
（４）本事業を遂行するため、情報受領者の役員又は従業員に対して、開示する必要がある場合
４　情報受領者は、情報開示者から請求のある場合は、情報開示者の指示に従い速やかに秘密情報を返還又は破棄する。
５　情報受領者は、本条各項の履行の過程で情報受領者の責めに帰すべき事由により情報開示者に損害を与えた場合には、その損害を賠償する。ただし、第３項に基づき秘密情報を開示した結果によって情報開示者が損害を被った場合は、この限りではない。
６　情報受領者は、その役員及び従業員に対し、第１項及び第２項の義務を遵守させるものとし、そのための適切な措置を講じるものとする。
７　本条に定める情報受領者の義務は、本協定終了後も存続し、情報受領者の役員従業員がその地位を失った場合であっても免れない。
（違約金）
第10条　丙は、自らの責めに帰すべき事由により本協定が解除となった場合は、損害の発生及び損害額の立証を要することなく、本件提案に記載の提案賃料（甲については本件土地Ａの賃料、乙については本件土地Ｂ（及び本件土地Ｃ１）の賃料）の１年分に相当する額を違約金として甲及び乙の指定する期間内に甲及び乙に各々支払う。なお、第13条の規定により本協定が解除された場合においては、違約金は賃料18月分に相当する額とする。
２　前項に定める違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。
（損害賠償）
第11条　丙は、甲又は乙に損害がある場合は、直接損害又は間接損害を問わず、その全損害（合理的な範囲の弁護士費用を含む。）を賠償しなければならない。
（有効期間） 
第12条　本協定の有効期間は、本協定が締結された日から開始し、実施協定のすべてが締結された日までとする。
２　前項の規定にかかわらず、第９条、第10条、第11条及び第15条の規定は、終了の原因の如何を問わず、本協定終了後もなお、効力を有するものとする。
（反社会的勢力の排除）
第13条　丙は、甲及び乙に対し、次の各号の事項を確約する。
（１）自らが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他暴力、威力、詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人、その他これらに準ずる者（以下、総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。
（２）自らの取締役、執行役、これらに準ずる者及び本事業に関する業務を執行する従業員(以下、総称して「役職員」をいう。）並びに再委託先及び取引先（以下、総称して「取引先等」という。）が反社会的勢力ではないこと。
（３）反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本協定を締結するものでないこと。
（４）自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。
　　① 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
② 虚偽の風説の流布、偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為
（５）反社会的勢力又は反社会的勢力と密接な交友関係にある者を雇用しないこと。また、役職員が反社会的勢力又は反社会的勢力と密接な交友関係にある者であることが判明した場合、速やかに解任・解雇等の措置を取ること。
（６）反社会的勢力と取引関係を持たないこと。また、取引先等が反社会的勢力であることが判明した場合、速やかに取引停止等の措置を取ること。
（７）反社会的勢力が直接・間接を問わず、かつ名目の如何を問わず、資本を投入し、又は経営に実質的に関与している関係を有する者ではないこと。 
（８）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、不当に反社会的勢力を利用する関係を有する者ではないこと。 
（９）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしている者ではないこと。
２　丙は、本事業にあたり、以下に掲げる行為を行ってはならない。
（１）本事業の事業用地及び同用地上の施設（以下「本事業用地等」という。）について反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること。
（２）本事業用地等の周辺において、著しく粗野若しくは乱暴な言動を行い、又は威勢を示すことにより、近隣の住民又は通行人に不安を覚えさせること。
（３）本事業用地等を反社会的勢力に使用させ、又は反復継続して本事業用地等に反社会的勢力を出入りさせること。
３　丙について、次の各号のいずれかに該当した場合には、甲又は乙は、何らの催告も要せずして、本協定を解除することができる。
（１）前各項の確約に反する事実が判明したとき。
（２）本協定締結後に自ら又は役職員が反社会的勢力に該当したとき。
４　丙は、前項により本協定が解除された場合、甲及び乙が丙に対して解除により生じる損害について損害賠償責任を一切負わないこと並びに甲及び乙が丙に対して損害の賠償を求めることができることを、あらかじめ異議なく承諾する。
５　丙は、本協定締結前に、甲所定の「暴力団員及び暴力団密接関係者のいずれにも該当しないことを表明した誓約書」及び乙所定の「暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する表明・確約書」の内容を理解した上で記名押印し、甲及び乙にそれぞれ提出する。
（誠実協議） 
第14条　本協定に定めのない事項について必要が生じた場合又は本協定に関し疑義が生じた場合は、その都度、甲、乙及び丙は、誠実に協議して定めるものとする。 
（準拠法及び管轄裁判所）
第15条　本協定は、日本国の法令に従い解釈されるものとし、本協定に関する一切の紛争の第一審の専属的合意管轄裁判所は、大阪地方裁判所とする。
［以下余白］
以上の証として本書を○通作成し、甲、乙及び丙（法人グループにあっては代表企業及びその構成員）がそれぞれ記名押印の上、それぞれが各一通を保有する。
　　　　令和　　　年　　　月　　　日
甲
乙　　　　
丙　　　  

別紙
【物件の表示】
